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はガソリン需要(1000kl)、 は実質ガソリン価格(円/l)、 は実質 GDP(10億円)、




定期間は 1980年から 2010年までである。そしてそれぞれの係数 が価格弾力性にあたる。 



























果、全ての変数が I(1)で非定常性を示した。そこで次に Engle and Grangerの共和分検定を

























はガソリン需要(1000kl)、 は実質 GDP(10億円)、 は税抜き実質ガソリン価 
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よって税価格は税抜きガソリン価格よりも需要を減少させる効果が大きいと考えられる。
この結果から、日本でのガソリンに対するシグナリング効果があるといえる。 
 
4. 結論 
 本論はまず価格弾力性を用いて、環境税の有効性を明らかにした。ガソリンと電力の価
格弾力性について先行研究をサーベイした結果、全論文の価格弾力性は有意に負の値を示
していた。けれども先行研究の中で変数の非定常性を適切に考慮したものはなかった。そ
こで本論は変数の非定常性を考慮した価格弾力性の推定を行った。年次データと VECM
を用いたガソリンと電力の価格弾力性の推定は、推定結果の解釈が難しく、解釈できる推
定結果を得ることができなかった。そこで次に月次データと ECMを用いてガソリンの価
格弾力性の推定を行った。その結果、ガソリンの価格弾力性は-0.39を示し、有意水準 1%
で有意であったため、環境税の有効性を示すことができた。 
またシグナリング効果を用いて、環境税の有効性を明らかにした。日本ではガソリン
税が税抜き価格より需要を減らす効果があるかどうか推定を行った。対数線形型の需要関
数を用いて推定を行うことは問題点があるため、線形のガソリン需要関数を用いて推定を
行った。その結果、ガソリン税は税抜き価格より需要を減らす効果が 1.9倍大きいことを
確認することができた。また税抜き価格とガソリン税の係数の差がゼロであるという帰無
仮説は棄却できなったが、税抜き価格よりガソリン税のほうが需要を減少させると考えら
れる結果が得られた。よって日本でのシグナリング効果があると考えられる。以上から環
境税は地球温暖化対策として有効であると結論付けられる。 
 
